
第３回 木曽川文化圏市町合併協議会 
 

と き 平成１５年６月２５日（水） 
午後２時から       

ところ  各務原市産業文化センター  
８階 第 1特別会議室 

１． 開  会 
 
２． 会長あいさつ 
 
３． 議  題 
〈報告事項〉 
報告第９号    木曽川文化圏市町合併協議会幹事会設置規程等の一部改

正について  
報告第１０号  平成１５年度木曽川文化圏市町合併協議会予算に係る岐

南町負担金の精算について 
〈協議事項〉 
協議第８号     木曽川文化圏合併憲章の改正（案）について 
協議第９号   合併の方式について 
協議第１０号  合併の期日について 
協議第１１号  新市の名称について 
協議第１２号  新市の事務所の位置について 
協議第１３号  財産の取扱いについて 
 

４． そ の 他 
〈確認事項〉 
○第４回以降の合併協議会開催日程等について 
 

５． 閉  会 



報 告 事 項 

第３回 木曽川文化圏市町合併協議会 



報告第９号 

木曽川文化圏市町合併協議会幹事会設置規程等の一部改正について 
 
 （木曽川文化圏市町合併協議会幹事会設置規程の一部改正） 
第１条 木曽川文化圏市町合併協議会幹事会設置規程（平成１５年４月１日決裁）

の一部を次のように改正する。 
  第２条第２項中「、川島町及び岐南町」を「及び川島町」に改める。 
  第４条第１項中「２名」を削る。 
  別表岐南町の項を削る。 
 （木曽川文化圏市町合併協議会専門部会設置規程の一部改正） 
第２条 木曽川文化圏市町合併協議会専門部会設置規程（平成１５年４月１日決

裁）の一部を次のように改正する。 
  第３条第２項中「、川島町及び岐南町」を「及び川島町」に改める。 
  第４条第１項中「２名」を削る。 
  別表企画財政部会の項中「電算」を「電算、会計」に改め、同表総務部会の項

中「、会計」を削り、同表住民部会の項中「国民年金」を「国民年金、医療」に

改め、同表福祉部会の項中「、医療」を削る。 
 （木曽川文化圏市町合併協議会事務局規程の一部改正） 
第３条 木曽川文化圏市町合併協議会事務局規程（平成１５年４月１日決裁）の一

部を次のように改正する。 
  第３条第１項中「、計画係及び調整係」を「及び計画調整係」に改める。 
  別表中 

 「  
  
  
  

計画係 １ 新市建設計画の取りまとめに関すること。 
２ 財政計画に関すること。 
３ 電算システムの統一及び地域情報システムの構築に 
 関すること。  を

  
  
 

調整係 １ 各種事務事業の調整に関すること。 
２ 新市建設計画の原案調整に関すること。 
３ その他市町間の調整に関すること。 」 

 

 「  
  
  
   に

  
 

計画調整係 １ 新市建設計画の取りまとめに関すること。 
２ 財政計画に関すること。 
３ 電算システムの統一及び地域情報システムの構築に 
 関すること。 
４ 各種事務事業の調整に関すること。 
５ 新市建設計画の原案調整に関すること。 
６ その他市町間の調整に関すること。 

 
」 



  改める。 
 （木曽川文化圏市町合併協議会財務規程の一部改正） 
第４条 木曽川文化圏市町合併協議会財務規程（平成１５年４月１日決裁）の一部

を次のように改正する。 
  第２条第１項中「、川島町及び岐南町」を「及び川島町」に改める。 
   附 則 
 この規程は、平成１５年６月２４日から施行する。 



【資料１】報告第９号関連  
 

幹事会設置規程新旧対照表 
 

新 
  
第１条 （略） 
 
第２条 （略） 
２ 幹事会は、前項に規定するもののほか、

各務原市及び川島町の合併に必要な事項

について、協議又は調整を行うものとする。 
 
 
第３条 （略） 
 
第４条 幹事会に幹事長及び副幹事長を置く。 
２～４ （略） 
 
 
第５条から 
第８条まで （略） 
 
   附 則 
 この規程は、平成１５年４月１日から施行

する。 

   附 則 
 この規程は、平成１５年６月２４日から施

行する。 

 

 

別表（第 3条関係） 
区  分 職        名 

各務原市 助役 総務部長 
企 画 財 政

部長 

川島町 助役 総務課長 
企 画 調 整

課長 
 

 
 

旧 
  
第１条 （略） 
 
第２条 （略） 
２ 幹事会は、前項に規定するもののほか、

各務原市、川島町及び岐南町の合併に必要

な事項について、協議又は調整を行うもの

とする。 
 
第３条 （略） 
 
第４条 幹事会に幹事長及び副幹事長２名

を置く。 
２～４ （略） 
 
第５条から 
第８条まで （略） 
 
   附 則 
 この規程は、平成１５年４月１日から施行

する。 

 

 

 

 

 

別表（第 3条関係） 
区  分 職        名 

各務原市 助役 総務部長 
企 画 財 政

部長 

川島町 助役 総務課長 
企 画 調 整

課長 

岐南町 助役 総務部長 
総 合 政 策

室長 
 
 



【資料２】報告第９号関連  
 

専門部会設置規程新旧対照表 
 

新 
 

第１条から 

第２条まで （略） 

 

第３条 （略） 

２ 専門部会の部会員は、各務原市及び川島

町（以下「市町」という。）の長が指名す

る職員をもって充てる。 

 

第４条 専門部会に部会長及び副部会長を置

く。 

２～４ （略） 

 

第５条から 

第９条まで （略） 

 

   附 則 
 この規程は、平成１５年４月１日から施行

する。 

   附 則 
 この規程は、平成１５年６月２４日から施

行する。 

 

 

別表（第３条関係） ＜抜粋＞ 

部会名 所  管  事  項 

企画財政

部会 

企画調整、財政、広報広聴、電算、

会計などに関すること。 

総務部会 

総務、人事、管財、防災、選挙、監

査などに関すること及び他の部会に

属さないこと。 

住民部会 
住民基本台帳、戸籍、国民健康保険、

国民年金、医療などに関すること。

福祉部会 
福祉、介護、健康、保育などに関す

ること。 

  

 
 

旧 
  

第１条から 

第２条まで （略） 

 

第３条 （略） 

２ 専門部会の部会員は、各務原市、川島町

及び岐南町（以下「市町」という。）の長

が指名する職員をもって充てる。 

 

第４条 専門部会に部会長及び副部会長２

名を置く。 

２～４ （略） 

 

第５条から 

第９条まで （略） 

 

   附 則 
 この規程は、平成１５年４月１日から施行

する。 

 

  
 

 

 

別表（第３条関係） ＜抜粋＞ 

部会名 所  管  事  項 

企画財政

部会 

企画調整、財政、広報広聴、電算な

どに関すること。 

総務部会

総務、人事、管財、防災、選挙、監

査、会計などに関すること及び他の

部会に属さないこと。 

住民部会
住民基本台帳、戸籍、国民健康保険、

国民年金などに関すること。 

福祉部会
福祉、介護、健康、医療、保育など

に関すること。 

 



【資料３】報告第９号関連  
 

事務局規程新旧対照表 
 

新 
  
第１条から 

第２条まで （略） 

 

第３条 前条各号に掲げる事務を処理する

ため、事務局に総務係及び計画調整係を

置く。 

２ （略） 

 

第４条から 

第１１条まで （略） 

 

   附 則 

 この規程は、平成１５年４月１日から施行

する。 

   附 則 

 この規程は、平成１５年６月２４日から施

行する。 

 

別表（第３条関係） 

係 分  掌  事  務 

総務係 （略） 

計画調整係 

 

１ 新市建設計画の取りまとめ

に関すること。 

２ 財政計画に関すること。 

３ 電算システムの統一及び地

域情報システムの構築に関す

ること。 

４ 各種事務事業の調整に関す

ること。 

５ 新市建設計画の原案調整に

関すること。 

６ その他市町間の調整に関す

ること。 

 

 
 

旧 
 

第１条から 

第２条まで （略） 

 

第３条 前条各号に掲げる事務を処理する

ため、事務局に総務係、計画係及び調整

係を置く。 

２ （略） 

 

第４条から 

第１１条まで （略） 

 

   附 則 

 この規程は、平成１５年４月１日から施行

する。 

 

 

 

 

別表（第３条関係） 

係 分  掌  事  務 

総務係 （略） 

計画係 

 

１ 新市建設計画の取りまとめ

に関すること。 

２ 財政計画に関すること。 

３ 電算システムの統一及び地

域情報システムの構築に関す

ること。 

調整係 １ 各種事務事業の調整に関す

ること。 

２ 新市建設計画の原案調整に

関すること。 

３ その他市町間の調整に関す

ること。 

 



【資料４】報告第９号関連 
 

財務規程新旧対照表 
 

新 
  
第１条 （略） 

 

第２条 協議会の予算は、規約第１５条の規

定による各務原市及び川島町の負担金そ

の他の収入を歳入とし、協議会の事務に要

するすべての経費を歳出とする。 

２～３ （略） 

 

第３条から 

第１０条まで （略）  

 

  附 則 

１ この規程は、平成１５年４月１日から施

行する。 

２ 協議会が設置された年度の予算に関して

は、第２条第２項の規定にかかわらず、会

長が定め、第１回の会議に報告しその確認

を得なければならない。 

  附 則 

 この規程は、平成１５年６月２４日から施

行する。 

 
 

旧 
  

第１条 （略） 

 

第２条 協議会の予算は、規約第１５条の規

定による各務原市、川島町及び岐南町の負

担金その他の収入を歳入とし、協議会の事

務に要するすべての経費を歳出とする。 

２～３ （略） 

  

第３条から 

第１０条まで （略） 

 

  附 則 

１ この規程は、平成１５年４月１日から施

行する。 

２ 協議会が設置された年度の予算に関して

は、第２条第２項の規定にかかわらず、会

長が定め、第１回の会議に報告しその確認

を得なければならない。 

   

 



報告第１０号 

 

 

平成１５年度木曽川文化圏市町合併協議会予算に係る岐南町負担金の精算に 

ついて 

 

 

 岐南町の合併協議会脱退に伴う、同町負担金の精算額を下記のとおり報告

する。 

 

記 

 

  負担金精算額   ４，２４６，０９８円 

 

 

 

 



《合併協議会の平成１５年４月１日から６月２３日までの支出負担行為額》

款 項

総務費 総務管理費

事業費 事業推進費

負担率 岐南町の負担額

1/3 4,246,098円

※市町均等割 ※1円未満は四捨五入

岐南町負担金の精算について

目 支出負担行為額(円) 内　　容

事務局費 1,333,856

文具、ゴム印、参考図書、封筒印
刷、切手代、複写機レンタル・保
守点検、財務会計システム、監査
委員報酬、など

会議費 331,977
第１回、第２回協議会委員報酬、
看板作成、花代、飲み物代、会議
録作成、など

調査研究費 9,928,800
新市情報システム統合調査等業
務、事務事業一元化調査支援事業

広報広聴費 1,143,660
協議会だより（創刊号）印刷製
本、ホームページ作成・更新委
託、など

合　計 12,738,293

支出負担行為額

× ＝
12,738,293円

【資料５】報告第１０号関連



【資料６】報告第１０号関連 

 
 
木曽川文化圏市町合併協議会 
会 長  森   真  様 

 

 

 
 

木曽川文化圏市町

出予算執行状況に

 
 
 平成１５年６月２３日付けで岐南町が

ことに伴い、平成１５年４月１日から６

行状況について、証拠書類等の内容を監

れておりましたので報告します。 
写   
 

平成１５年６月２３日 

木曽川文化圏市町合併協議会 
 
監査委員 坂 井 義 弘 印 
 
監査委員 永 田 市 雄 印 

監査委員 宮 地 春 夫 印 

合併協議会の歳入歳 
ついての監査報告書 

木曽川文化圏市町合併協議会から脱退する

月２３日までの同協議会の歳入歳出予算執

査したところ、別紙のとおり適正に処理さ



協 議 事 項 

第３回 木曽川文化圏市町合併協議会 



協議第８号 

 

 

木曽川文化圏合併憲章の改正（案）について 

 

 

 協議第４号で制定した木曽川文化圏合併憲章について、別紙のとおり改

正する。 

 

 

 

 

 



【資料７】協議第８号関連  

 

木曽川文化圏 合併憲章（案） 

 

  

 

第１条 対等な立場、互譲の精神で協議を進めます 

 両市町が木曽川文化圏という都市（まち）づくりのコンセプトを共有しなが

ら、対等な立場に立って、信頼関係のもとに、互譲の精神で合併に関する協議

を進めます。 

第２条 それぞれのアイデンティティを尊重しながら、地域全

体の発展を目指します 

 両市町は、それぞれに歴史・文化・自然・産業など、誇るべき優れた個性、

アイデンティティを持ち合わせています。それらを最大限に尊重し、さらに磨

きをかけることで、新市の全体的な発展を目指します。 

 また、新市建設計画では将来ビジョンを共有しながら、両市町の総合計画を

最大限取り入れるようにします。 

第３条 すべての住民が等しく高い水準のサービスを受けられ

るよう努めます 

 合併とは、単なる数合わせ、あるいは人口や面積の拡大ではありません。ス

ケールメリットのみを追求するのではなく、住民の声が届く範囲の適正な規模

において、すべての住民が等しく高い水準の行政サービスを受けられるように

努めます。 

第４条 質の高い新しい都市（まち）づくりを進めます 

 合併を機に、情報システムの統合や最新のＩＴ駆使、ＮＰＯ団体を含む各種

ボランタリーとの連携など住民と行政の協働、事業のアウトソーシングなどで

行政のスリム化・効率化を目指し、さらに質の高い２１世紀型の都市(まち)づ

くりを進めます。 



協議第９号 

 

 

 

合併の方式について（案） 

 

 

 

 

 

 

羽島郡川島町を廃し、その区域を各務原市へ編入する編入合併とする。

 

 

 

 



専
門
部
会

調
整
方
針

協
議
項
目

合
併
の
方
式

協
議
細
目
― ―

調
整
の
方
針
川
島
町
を
廃
し
、
そ
の
区
域
を
各
務
原
市
に
編
入
す
る
編
入
合
併
と
す
る
。
合
理
的
で
理
想
的
な
合
併
を
め
ざ
す
。

項
目

新
　
設
　
合
　
併

編
　
入
　
合
　
併

合
併
方
式
の
定
義
２
以
上
の
市
町
村
の
区
域
の
全
部
も
し
く
は
一
部
を
も
っ
て
市
町
村
を
置
く
こ
と
で
、
市
町
村
の
数
の
減
少
を
伴
う
も

の
。

市
町
村
の
区
域
の
全
部
も
し
く
は
一
部
を
他
の
市
町
村
に
編
入
す
る
こ
と
で
、
市
町
村
の
数
の
減
少
を
伴
う
も

の
。

新
自
治
体
の
法
人
格
合
併
関
係
市
町
村
（
合
併
前
の
市
町
村
）
の
法
人
格
は
全
て
同
時
に
失
わ
れ
、
新
し
い
市
町
村
の
法
人
格
が
発
生
す

る
。

編
入
す
る
市
町
村
の
法
人
格
は
そ
の
ま
ま
存
続
し
、
編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
法
人
格
は
失
わ
れ
る
。

新
自
治
体
の
名
称
新
た
に
制
定
す
る
。

通
常
は
、
編
入
す
る
市
町
村
の
名
称
と
す
る
こ
と
が
多
い
が
、
新
た
に
制
定
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

新
し
い
事
務
所
の
位
置
新
た
に
制
定
す
る
。

通
常
は
、
編
入
す
る
市
町
村
の
事
務
所
の
位
置
と
な
る
。

現
首
長
の
身
分
合
併
関
係
市
町
村
す
べ
て
の
法
人
格
が
失
わ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
す
べ
て
の
首
長
が
そ
の
身
分
を
失
う
。
新
首
長
は
、

新
し
い
市
町
村
に
よ
る
選
挙
で
選
任
さ
れ
る
。

編
入
す
る
市
町
村
の
首
長
の
身
分
に
変
更
は
な
く
、
編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
首
長
は
す
べ
て
そ
の
身
分
を
失

う
。

議
会
議

員
の
身

分

原
則
合
併
関
係
市
町
村
の
議
会
の
議
員
は
そ
の
身
分
を
失
う
。
合
併
市
町
村
の
法
定
数
に
よ
る
設
置
選
挙
を
行
う
。

編
入
す
る
市
町
村
の
議
会
の
議
員
は
在
任
し
、
編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
議
会
の
議
員
は
そ
の
身
分
を
失
う
。

（
合
併
に
よ
る
著
し
い
人
口
増
の
場
合
は
増
員
選
挙
を
行
う
。
）

特
例

次
の
い
ず
れ
か
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

次
の
い
ず
れ
か
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。

定
数
①
設
置
選
挙
に
お
い
て
、
新
設
合
併
の
特
例
定
数
（
法
定
数
の
2
倍
ま
で
）
と
す
る
。

①
増
員
選
挙
及
び
こ
れ
に
続
く
最
初
の
一
般
選
挙
に
お
い
て
編
入
合
併
の
特
例
定
数
と
す
る
。
（
増
加
分
は
編

入
さ
れ
た
区
域
に
配
分
）

在
任
②
合
併
関
係
市
町
村
の
議
会
の
議
員
は
、
最
長
2
年
間
在
任
で
き
る
。

②
編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
議
会
の
議
員
は
編
入
す
る
市
町
村
の
議
会
の
議
員
の
残
任
期
間
だ
け
在
任
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
更
に
最
初
の
一
般
選
挙
に
お
い
て
編
入
合
併
の
特
例
定
数
を
採
る
こ
と
が
で
き
る
。

農
業
委

員
の
身

分

原
則
合
併
関
係
市
町
村
の
委
員
（
選
挙
に
よ
る
委
員
、
選
任
に
よ
る
委
員
）
は
全
て
身
分
を
失
う
。

編
入
す
る
市
町
村
の
委
員
は
そ
の
ま
ま
在
任
し
、
編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
委
員
は
身
分
を
失
う
。

特
例
合
併
関
係
市
町
村
の
委
員
（
選
挙
）
の
う
ち
、
合
併
市
町
村
の
農
業
委
員
会
の
委
員
の
被
選
挙
権
を
有
す
る
こ
と
と
な

る
者
は
1
0
～
8
0
人
の
範
囲
で
、
1
年
以
内
の
間
、
在
任
で
き
る
。

編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
委
員
（
選
挙
）
の
う
ち
、
合
併
市
町
村
の
農
業
委
員
会
の
委
員
の
被
選
挙
権
を
有
す
る

こ
と
と
な
る
者
は
、
4
0
人
ま
で
の
範
囲
で
、
編
入
す
る
市
町
村
の
委
員
の
残
任
期
間
在
任
で
き
る
。

そ
の
他
特
別
職
の
身

分

合
併
関
係
市
町
村
の
特
別
職
は
、
そ
の
身
分
を
失
う
。

編
入
す
る
市
町
村
の
特
別
職
は
在
任
し
、
編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
特
別
職
の
職
員
は
そ
の
身
分
を
失
う
。

※
行
政
委
員
会
の
委
員
の
う
ち
下
記
に
つ
い
て
は
、
新
首
長
の
就
任
を
待
た
ず
、
正
規
の
手
続
き
に
よ
る
委
員
が
選
任

さ
れ
る
ま
で
の
間
の
委
員
を
定
め
る
特
別
選
任
手
続
き
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　
○
教
育
委
員
会

　
○
選
挙
管
理
委
員
会

　
○
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会

一
般
職
の
身
分
合
併
特
例
法
の
規
定
に
よ
り
、
新
し
い
市
町
村
に
身
分
が
引
き
継
が
れ
る
。

編
入
さ
れ
る
市
町
村
の
職
員
は
身
分
を
失
う
こ
と
に
な
る
が
、
合
併
特
例
法
の
規
定
に
よ
り
、
編
入
す
る
市
町

村
に
身
分
が
引
き
継
が
れ
る
。

条
例
・
規
則
等
合
併
関
係
市
町
村
の
条
例
・
規
則
等
は
全
て
失
効
し
、
新
た
に
制
定
す
る
。

編
入
す
る
市
町
村
の
条
例
･
規
則
等
を
適
用
す
る
。
（
合
併
に
伴
い
必
要
な
改
正
を
行
う
。
）

・
編
入
に
比
べ
、
比
較
的
、
対
等
の
意
識
が
持
て
る
。

・
合
併
事
務
が
早
く
進
む
。

・
合
併
に
要
す
る
経
費
が
節
減
で
き
る
。

・
編
入
す
る
首
長
等
の
特
別
職
が
そ
の
ま
ま
在
任
す
る
た
め
、
行
政
の
空
白
期
間
が
な
い
。

メ
 
リ
 
ッ
 
ト
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協議第１０号 

 

 

 

合併の期日について（案） 

 

 

 

 

 

 

平成１７年（２００５年）１月までとする。 

 

 

   

 



専
門
部
会

県
内
の
合
併
市
町
村
の
合
併
期
日
（
平
成
1
5
年
4
月
1
日
以
降
）

全
国
の
合
併
市
町
村
の
合
併
期
日
（
平
成
1
3
年
4
月
1
日
以
降
）

備
　
　
　
　
　
考

4
月
1
日

新
　
設

「
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法
律
」
の
期
限
は
、
平
成
１

７
年
３
月
３
１
日
ま
で
と
な
っ
て
お
り
、
同
期
限
ま
で
に

合
併
が
行
わ
れ
な
い
場
合
は
、
同
法
に
基
づ
く
財
政
支
援

措
置
等
は
、
受
け
ら
れ
な
い
こ
と
に
な
る
。

※
主
な
財
政
措
置

　
①
　
普
通
交
付
税
の
算
定
特
例
（
合
併
算
定
替
）
の
期

　
　
間
延
長
（
第
１
１
条
）

　
　
　
合
併
が
行
わ
れ
た
日
の
属
す
る
年
度
及
び
こ
れ
に

　
　
続
く
１
０
年
度
は
、
合
併
前
の
区
域
で
算
定
さ
れ
る

　
　
額
の
合
算
額
を
下
回
ら
な
い
よ
う
に
算
定
し
、
そ
の

　
　
後
の
５
年
で
当
該
算
定
に
よ
る
増
加
額
を
段
階
的
に

　
　
縮
減
す
る
。

　
②
　
合
併
特
例
債
（
第
１
１
条
の
２
）

　
　
　
市
町
村
建
設
計
画
に
基
づ
く
次
の
事
業
又
は
基
金

　
　
の
積
み
立
て
で
特
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
も
の
は
、

　
　
合
併
が
行
わ
れ
た
日
の
属
す
る
年
度
及
び
こ
れ
に
続

　
　
く
１
０
年
度
に
限
り
、
合
併
特
例
債
を
充
当
（
充
当

　
　
率
９
５
％
）
で
き
、
そ
の
元
利
償
還
金
の
７
０
％
が

　
　
普
通
交
付
税
で
措
置
さ
れ
る
。

　
　
・
合
併
市
町
村
の
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
建
設
事
業

　
　
・
合
併
後
の
市
町
村
が
、
地
域
住
民
の
連
帯
の
強
化

　
　
又
は
合
併
関
係
市
町
村
の
区
域
に
お
け
る
地
域
振
興

　
　
等
に
対
す
る
基
金
の
積
み
立
て

編
　
入

合
併
方
式

先
　
　
　
進
　
　
　
事
　
　
　
例

編
　
入

編
　
入

編
　
入

周
南
市
野
田
市

新
　
設

新
　
設

編
　
入

新
　
設

新
　
設

新
　
設

編
　
入

4
月
2
1
日
6
月
6
日

潮
来
市
さ
い
た
ま
市

大
船
渡
市

久
米
島
町
、
さ
ぬ
き
市

つ
く
ば
市

福
山
市
廿
日
市
市

南
部
町

3
月
1
日

あ
さ
ぎ
り
町
、
宗
像
市
、
東
か
が
わ
市
、
大
崎
上
島

町
、
静
岡
市
、
南
ア
ル
プ
ス
市
、
神
流
町
、
加
美
町

新
居
浜
市
、
呉
市

1
1
月
1
5
日

平
成
1
4
年
4
月
1
日

1
1
月
1
日

平
成
1
5
年
2
月
3
日

期
　
　
　
日

新
市
町
村
名

平
成
1
3
年
4
月
1
日
5
月
1
日

中
津
川
市

編
　
入

編
　
入

合
併
方
式

合
併
関
係
市
町
村
名

―
　
以
　
　
降
　
　
予
　
　
定
　
―

平
成
1
7
年
2
月
1
日

 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
0
月

新
　
設

新
　
設

留
　
　
　
意
　
　
　
事
　
　
　
項

平
成
1
5
年
4
月
1
日

期
　
　
　
日

2
月
1
日

5
月
1
日

　
　
 
　
　
1
0
月
恵
那
市

調
整
の
方
針

調
整
方
針

協
議
項
目

平
成
１
７
年
（
２
０
０
５
年
）
１
月
ま
で
と
す
る
。

協
議
細
目

合
併
の
期
日

※
岐
阜
広
域
合
併
協
議
会
、

西
濃
圏
域
合
併
協
議
会
及
び

美
濃
加
茂
市
・
加
茂
郡
町
村

合
併
協
議
会
は
平
成
1
7
年
3

月
ま
で
と
し
て
い
る
。

3
月
1
日

新
　
設

2
月
1
日

編
　
入

平
成
1
6
年
2
月
1
日

郡
上
市

高
山
市

可
児
市

恵
那
市
・
岩
村
町
・
山
岡
町
・
明
智
町

・
串
原
村
・
上
矢
作
町

中
津
川
市
・
坂
下
町
・
川
上
村
・
加
子

母
村
・
付
知
町
・
福
岡
町
・
蛭
川
村

八
幡
町
・
大
和
町
・
白
鳥
町
・
高
鷲
村

・
美
並
村
・
明
宝
村
・
和
良
村

新
　
設
新
　
設

新
　
設

飛
騨
市

高
富
町
・
伊
自
良
村
・
美
山
町

穂
積
町
・
巣
南
町

本
巣
町
・
真
正
町
・
糸
貫
町
・
根
尾
村

古
川
町
・
河
合
村
・
宮
川
村
・
神
岡
町

新
市
町
村
名

山
県
市
瑞
穂
市

本
巣
市

高
山
市
・
丹
生
川
村
・
清
見
村
・
荘
川

村
・
宮
村
・
久
々
野
町
・
朝
日
村
・
高

根
村
可
児
市
・
御
嵩
町
・
兼
山
町

― ―
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協議第１１号 

 

 

 

新市の名称について（案） 

 

 

 

 

 

 

 「各務原市」を基本とし、協議を継続する。 

 

 

 



専
門
部
会

留
　
　
　
意
　
　
　
事
　
　
　
項

中
新
田
町
・
小
野
田
町
・
宮
崎

町白
根
町
・
若
草
町
・
櫛
形
町
・

甲
西
町
・
八
田
村
・
芦
安
村

高
富
町
・
伊
自
良
村
・
美
山
町

万
場
町
・
中
里
村

引
田
町
・
白
鳥
町
・
大
内
町

大
崎
町
・
東
野
町
・
木
江
町

静
岡
市
・
清
水
市

徳
山
市
・
新
南
陽
市
・
熊
毛

町
・
鹿
野
町

穂
積
町
・
巣
南
町

野
田
市
・
関
宿
町

野
田
市

（
千
葉
県
）

6
月
6
日

5
月
1
日

4
月
2
6
日

周
南
市

（
山
口
県
）

瑞
穂
市

（
岐
阜
県
）

合
併
期
日

平
成
1
5
年
4
月
1
日

合
併
関
係
市
町
村

新
居
浜
市
・
別
子
山
村

呉
市
・
下
蒲
刈
町

上
村
・
免
田
町
・
岡
原
村
・

須
恵
村
・
深
田
村

南
ア
ル
プ
ス
市

（
山
梨
県
）

宗
像
市

（
福
岡
県
）

東
か
が
わ
市

（
香
川
県
）

大
崎
上
島
町

（
広
島
県
）

静
岡
市

（
静
岡
県
）

宗
像
市
・
玄
海
町

１
．
新
設
合
併

　
　
合
併
に
伴
い
、
合
併
市
町
村
（
合
併
前
の
市
町
村
）
の
法
人
格
は
消
滅
す
る

　
こ
と
と
な
り
、
新
市
と
し
て
の
法
人
格
が
発
生
す
る
こ
と
と
な
る
。

　
　
そ
の
た
め
、
新
市
の
名
称
に
つ
い
て
も
協
議
が
必
要
と
な
る
。

２
．
編
入
合
併

　
　
基
本
的
に
は
編
入
す
る
市
町
村
の
名
称
を
そ
の
ま
ま
使
用
す
る
。

　
　
た
だ
し
、
合
併
と
同
時
に
名
称
の
変
更
を
行
っ
た
事
例
も
あ
る
。

　
新
市
の
名
称
の
定
め
方
に
つ
い
て
は
、
法
律
上
、
特
に
規
定
が
な
い
こ
と
か
ら

基
本
的
に
は
自
由
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
住
民
の
ニ
ー
ズ
、
歴
史
、
文

化
、
地
理
的
特
性
、
知
名
度
、
定
着
度
、
首
長
・
議
会
の
意
向
等
あ
ら
ゆ
る
角
度

か
ら
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

※
名
称
変
更
の
可
能
性
が
あ
る
場
合
は
、
小
委
員
会
へ
付
託
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
多

　
い
。

新
市
名
称

新
居
浜
市

（
愛
媛
県
）

呉
市

（
広
島
県
）

あ
さ
ぎ
り
町

（
熊
本
県
）

加
美
町

（
宮
城
県
）

山
県
市

（
岐
阜
県
）

神
流
町

（
群
馬
県
）

協
議
細
目

調
整
の
方
針

調
整
方
針

協
議
項
目

「
各
務
原
市
」
を
基
本
と
し
、
協
議
を
継
続
す
る
。

新
市
の
名
称

― ―

新
　
設

新
　
設

新
　
設

合
併
方
式

編
　
入

編
　
入

新
　
設

備
　
　
考

新
　
設

新
　
設

編
　
入

先
　
　
　
進
　
　
　
事
　
　
　
例

新
　
設

新
　
設

新
　
設

新
　
設

新
　
設

2
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協議第１２号 

 

 

 

新市の事務所の位置について（案） 

 

 

 

 

 

 

 現各務原市役所の位置とする。 

 

 

 



専
門
部
会

協
議
細
目

調
整
の
方
針

調
整
方
針

協
議
項
目

新
市
の
事
務
所
の
位
置

現
各
務
原
市
役
所
の
位
置
（
岐
阜
県
各
務
原
市
那
加
桜
町
１
丁
目
６
９
番
地
）
と
す
る
。

な
お
、
現
在
の
川
島
町
役
場
に
は
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
防
ぐ
た
め
所
要
の
機
関
を
置
く
。
所
要
の
機
関
に
つ
い
て
は
、
専
門
部
会
等
で
調
整
す
る
も
の
と
す

る
。

― ―

住
所
岐
阜
県
各
務
原
市
那
加
桜
町
１
丁
目
６
９
番
地

岐
阜
県
羽
島
郡
川
島
町
河
田
町
１
０
４
０
番
地
１

地 理 的 条 件

地
区
・
地
域

国
道
２
１
号
バ
イ
パ
ス

那
加
交
番
（
約
３
３
０
m
）
、
各
務
原
郵
便
局
（
約
９
６
０
m
）

商
業
地
域

第
２
種
住
居
地
域

県
道
松
原
芋
島
線

項
目

備
考

各
務
原
市

川
島
町

吸
収
式
冷
温
水
発
生
機

空
冷
式
ブ
ラ
イ
ン
チ
ラ
ー

本
庁
舎

北
庁
舎
（
産
業
文
化
セ
ン
タ
ー
）

消
防
本
部

平
成
5
年
5
月
3
1
日

本
庁
舎

（
う
ち
、
増
設
）

川
島
交
番
（
約
２
０
０
m
）
、
川
島
郵
便
局
（
約
３
５
０
m
）

海
抜
３
２
m

公
共
交
通

主
要
ア
ク
セ
ス
道
路

近
隣
公
共
施
設

１
７
m

岐
阜
バ
ス
停
留
所

岐
阜
バ
ス
・
ふ
れ
あ
い
バ
ス
停
留
所
、
名
鉄
各
務
原
線
各
務
原
飛
行
場
駅

昭
和
4
8
年
8
月

（
平
成
3
年
3
月
）

上
水
道

上
水
道
φ
２
５
㎜

3
相
3
線
6
6
0
0
V
、
2
5
0
K
V
A
（
1
0
0
+
1
5
0
）

昭
和
4
1
年
7
月

2
,
2
6
7
.
4
3
㎡
 

(
3
4
8
.
0
0
㎡
)

冷
房
：
水
冷
式
チ
ラ
ー
ユ
ニ
ッ
ト
　
暖
房
：
温
水
ボ
イ
ラ
ー

そ
の
他
：
エ
ア
コ
ン
５
台

(
1
3
4
.
1
9
㎡
)

敷
地
面
積

1
5
,
2
0
2
.
0
5
㎡
 

5
4
6
.
8
8
㎡
 

2
,
4
5
2
.
4
8
㎡
 

7
6
5
.
9
7
㎡
 

区
分

空
調
設
備

3
相
3
線
6
6
0
0
V
、
5
8
0
K
W

1
0
5
0
K
V
A

3
相
3
線
6
6
0
0
V
、
1
2
5
K
V
A

電
気
設
備

エ
ア
コ
ン
６
台
、

水
冷
専
用
、
ボ
イ
ラ
ー

6
,
5
9
9
.
6
2
㎡
 

1
,
5
9
4
.
0
5
㎡
 

延
床
面
積

建
築
面
積

給
水
設
備

6
7
1
.
0
3
㎡
 

建 物 ・ 敷 地 関 係

非
常
用
電
源
設
備
3
相
3
線
2
2
0
V
、
2
0
0
K
V
A

3
相
3
線
2
2
0
V
、
3
5
K
V
A

1
0
,
2
2
9
.
6
0
㎡
 

2
,
5
6
2
.
0
0
㎡
 

1
2
,
7
3
7
.
0
0
㎡
 

昭
和
4
8
年
3
月
3
1
日

下
水
設
備

消
防
設
備

身
障
者
用

等
設
備

昇
降
設
備

上
水
道
φ
５
０
㎜

下
水
道

屋
内
消
火
栓
、
消
火
器

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

地
上
２
階

3
相
3
線
6
6
0
0
V
、
6
5
0
K
W

2
2
8
0
K
V
A

3
相
3
線
6
6
0
0
V
、
3
7
5
K
V
A

上
水
道
φ
８
０
㎜

1
3
人
乗
、
身
障
用
1
3
人
乗
1
5
人
乗
×
3
基

1
5
人
乗
（
身
障
者
用
1
基
）

吸
収
式
冷
温
水
発
生
機

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

地
上
４
階

下
水
道

下
水
道

―

屋
内
消
火
栓
、
消
火
器

粉
末
・
泡
消
火
設
備
、

ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備
屋
内
消
火
栓

(
7
9
.
7
7
㎡
)

1
,
5
7
5
.
4
5
㎡
 －

施
設
規
模
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

地
上
５
階
・
地
下
１
階

鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

地
上
８
階
・
地
下
１
階

塔
屋
１
階

竣
工
時
期

下
水
道

６
人
乗

屋
内
消
火
栓
５
基
、
消
火
器

自
家
水

身
障
者
用
ト
イ
レ

（
1
,
4
,
5
,
7
,
8
階
）

点
字
サ
イ
ン
、

点
字
ブ
ロ
ッ
ク
等

身
障
者
用
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

身
障
用
ト
イ
レ
（
１
階
）

身
障
用
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

点
字
ブ
ロ
ッ
ク
等

―
ス
ロ
ー
プ

5
9
台
 

公
用
車

車
庫
駐
車
場
3
7
台
（
報
道
機
関
用
3
台
）

5
2
台
（
ガ
レ
ー
ジ
）

2
0
台
 
1
5
台
（
ガ
レ
ー
ジ
）

1
1
台

8
0
台
 

駐
車
場

1
4
0
台
 

本
庁
駐
車
場
利
用

2
0
0
3
/
7
/
1
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:
3
9

木
曽
川
文
化
圏
市
町
合
併
協
議
会



協議第１３号 

 

 

 

財産の取扱いについて（案） 

 

 

 

 

 

 両市町の所有する財産、公の施設及び債務は、すべて新市に引き継ぐ

ものとする。 

 

 

 



総
括

専
門
部
会

財
産
の
取
扱
い

【
先
進
事
例
】

行
政
財
産
、
普
通
財
産
、
有
価
証
券
及
び
出
資
、
物
品
(
平
成
1
4
年
3
月
3
1
日
現
在
)

さ
い
た
ま
市
（
平
成
１
３
年
５
月
１
日
合
併
）

基
金
（
平
成
1
4
年
5
月
3
1
日
現
在
・
平
成
1
3
年
度
末
）

　
　
　
３
市
の
所
有
す
る
財
産
は
、
す
べ
て
新
市
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

債
務
（
出
典
：
平
成
1
3
年
度
地
方
財
政
状
況
調
査
、
平
成
1
3
年
度
地
方
公
営
企
業
決
算
状
況
調
査
、

西
東
京
市
（
平
成
１
３
年
１
月
２
１
日
合
併
）

平
成
1
5
年
度
予
算
書
）

　
　
　
２
市
の
所
有
す
る
財
産
は
、
す
べ
て
新
市
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

篠
山
市
（
平
成
１
１
年
４
月
１
日
合
併
）

　
　
　
４
町
の
所
有
す
る
財
産
、
公
の
施
設
及
び
債
務
は
、
す
べ
て
新
町
（
市
）
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。
畑
財
産
区
有
財
産
は
、
畑
財
産
区
有
財
産
と
し
て
新
町
（
市
）
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

あ
き
る
野
市
（
平
成
７
年
９
月
１
日
合
併
）

　
　
　
２
市
町
の
所
有
す
る
財
産
及
び
公
の
施
設
は
、
す
べ
て
新
市
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。
戸
倉
財
産
区
有
財
産
は
、
戸
倉
財
産
区
有
財
産
と
し
て
新
市
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

・
（
市
町
村
の
廃
置
分
合
を
す
る
場
合
に
お
い
て
）
財
産
処
分
を
必
要
と
す
る
と
き
は
、
関
係
市
町
村
が
協
議
し
て
こ

　
れ
を
定
め
る
。
（
地
方
自
治
法
第
7
条
第
4
項
）

【
財
産
】

・
財
産
と
は
公
有
財
産
、
物
品
及
び
債
権
並
び
に
基
金
を
い
う
。
（
地
方
自
治
法
第
2
3
7
条
第
1
項
）

・
公
有
財
産
と
は
、
不
動
産
、
有
価
証
券
、
出
資
に
よ
る
権
利
等
と
さ
れ
て
い
る
。
（
地
方
自
治
法
第
2
3
8
条
第
1
項
）

・
公
有
財
産
は
、
こ
れ
を
行
政
財
産
と
普
通
財
産
と
に
分
類
す
る
。
（
地
方
自
治
法
第
2
3
8
条
第
3
項
）

・
行
政
財
産
と
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
公
用
又
は
公
共
用
に
供
し
、
又
は
供
す
る
こ
と
と
決
定
し
た
財
産

　
を
い
い
、
普
通
財
産
と
は
、
行
政
財
産
以
外
の
一
切
の
公
有
財
産
を
い
う
。
（
地
方
自
治
法
第
2
3
8
条
第
4
項
）

【
債
権
】

・
債
権
と
は
、
金
銭
の
給
付
を
目
的
と
す
る
普
通
地
方
公
共
団
体
の
権
利
を
い
う
。
（
地
方
自
治
法
第
2
4
0
条
第
1
項
）

【
物
品
】

・
物
品
と
は
、
普
通
地
方
公
共
団
体
の
所
有
に
属
す
る
動
産
で
次
の
各
号
に
揚
げ
る
も
の
以
外
の
も
の
及
び
普
通
地
方

　
公
共
団
体
が
使
用
の
た
め
に
保
管
す
る
動
産
（
政
令
で
定
め
る
動
産
を
除
く
。
）
を
い
う
。
（
地
方
自
治
法
第
2
3
9
条

　
第
1
項
）

　
　
第
1
号
　
現
金
（
現
金
に
代
え
て
納
付
さ
れ
る
証
券
を
含
む
。
）

　
　
第
2
号
　
公
有
財
産
に
属
す
る
も
の

　
　
第
3
号
　
基
金
に
属
す
る
も
の

【
基
金
】

・
普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
条
例
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
特
定
の
目
的
の
た
め
に
財
産
を
維
持
し
、
資
金
を
積
み

　
立
て
、
又
は
定
額
の
資
金
を
運
用
す
る
た
め
の
基
金
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
地
方
自
治
法
第
2
4
1
条
第
1
項
）

【
地
方
債
】

・
普
通
地
方
公
共
団
体
は
、
別
に
法
律
で
定
め
る
場
合
に
お
い
て
、
予
算
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
方
債
を
起
こ

　
す
こ
と
が
で
き
る
。
（
地
方
自
治
法
第
2
3
0
条
第
1
項
）

【
債
務
負
担
行
為
】

・
歳
出
予
算
の
金
額
、
継
続
費
の
総
額
又
は
繰
越
明
許
費
の
金
額
の
範
囲
内
に
お
け
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
普
通
地
方

　
公
共
団
体
が
債
務
を
負
担
す
る
行
為
を
す
る
に
は
、
予
算
で
債
務
負
担
行
為
と
し
て
定
め
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な

　
い
。
（
地
方
自
治
法
第
2
1
4
条
）

2
6
5
台

1
7
台

1
,
7
6
6
,
1
2
1
㎡

2
,
3
3
5
㎡
5
1
,
7
7
3
㎡

0
㎡

4
3
4
,
5
7
2
,
1
0
0
円

8
7
,
5
3
8
,
8
2
8
円

土
地

建
物

土
地

建
物

土
地

建
物

土
地

建
物

1
,
8
7
1
,
8
1
9
㎡
3
2
5
,
4
8
5
㎡
1
3
9
,
6
2
2
㎡
2
7
,
2
3
6
㎡

債 務

物
品

（
車
両
等
）

両
市
町
の
所
有
す
る
財
産
、
公
の
施
設
及
び
債
務
は
、
す
べ
て
新
市
に
引
き
継
ぐ
も
の
と
す
る
。

備
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
考

（
参
考
法
令
）

行
政
財
産

普
通
財
産

有
価
証
券

及
び
出
資

主 な 財 産調
整
方
針

協
議
項
目

項
目

（
総
括
）

各
務
原
市

川
島
町

協
議
細
目

調
整
の
方
針

― ―

基
金

地
方
債
等

債
務
負
担
行
為

に
基
づ
く
平
成

1
5
年
度
以
降
の

支
出
予
定
額

2
1
,
9
6
5
,
2
0
3
千
円

1
6
7
,
7
7
1
千
円

1
6
,
5
7
7
,
8
0
9
,
8
0
8
円

2
,
0
3
5
,
0
3
8
,
7
2
8
円

4
0
,
7
3
0
,
8
4
2
千
円

4
,
4
4
0
,
5
1
1
千
円

2
0
0
3
/
7
/
1
 
1
1
:
3
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